
施策・基本事業評価表

優先度：成果＝低。財源＝中。●福祉事務所　都市対策課

番号 施策の対象 施策の意図 区分 施策の成果指標 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等

4-5 　　低所得者

生活に困窮している
低所得者が、経済的
支援等を受けること
で生活を維持し、自
立が促進されてい
る。

代替
就労可能な保護世帯で
自立した世帯の割合
（％）

- - - - - - 65 15 - 79 3 順調

平成24年度から就労支援員による配
置日数を月8回に拡充したことから、
対象者の要望に沿った面談やハロー
ワークへの同行訪問ができるように
なった。
支援したのは、生活保護受給者等就
労支援事業（ハローワーク）によるも
の1人、就労支援員等による就労支援
プログラムが49人。結果、12人が増
収・転職、1人が増収により廃止となっ
た。
全般的に就労意欲が高い者、離職し
て間もない者などは早期に就職が決
まるケースが多く、生活習慣や意欲喚
起など他の要因も同時に改善しなが
ら、支援プログラムに誘導していくこと
が重要となっている。

就労可能な者に対しては、就労支援
員による就労支援プログラムや、生活
保護受給者等就労支援事業を活用し
て一層の就労支援を強化する。なお、
自主求職活動を希望する者について
はその活動内容の妥当性や効果を十
分に精査し、対象者の意向を尊重しな
がら支援プログラムの適用を促してい
く。
一方で就労できない者については、
訪問基準に応じた訪問を実施し、世
帯実態の把握に努める。

番号
基本事業の
対象

基本事業の意図 区分 基本事業成果指標 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等

代替 生活保護率（‰） 5 3 4 6 3 8 3 7 4 4 5 5 6 2 - 6 1 - －

保護率は、前年度比0.1ポイント減少
（年度平均）した。昨年は廃止件数が
過去5年間で最も多い48件を記録した
ほか、専門的な知識を有する面接相
談員の助言により他法他施策が活用
できたことから申請件数が52件と一昨
年よりも31％少なかったことが理由と
考えられる。
一方で保護の相談数は前年度より6
件多い317件なるなど、生活困窮して
いる市民は後を絶たない。全国傾向と
してもH25.3時点で過去最多となる216
万人を突破するなど保護の動向に見
通しが立たない。

被保護世帯の生活実態を把握するこ
とはケースワークの基本である。所内
では法で定められた訪問基準に従
い、毎月訪問実績を点検し、実態把握
に努めるほか、年6回、他部署に要請
して各種研修会を開催し、他法他施
策を習得し、体制を強化していく。

成果 自立した世帯数（世帯） 15 27 12 11 8 15 21 17 18 15 順調

就労カウンセラーによる就労支援強
化により、就労決定したことにより自
立した世帯が8世帯となった。そのほ
か引取扶養、施設入所等他施策等に
よる活用で、10世帯が自立した。

より一層の就労支援強化に向け、稼
働年齢層（65歳未満）の被保護者に
対して就労支援プログラムによる支援
を実施していく。カウンセラー、地区担
当員による伴奏型の支援を実施する
ことにより、次年度2世帯多い20世帯
の自立を目指す。

成果 市営住宅入居率（％） 89 6 89 2 87 8 90 4 95 7 94 7 91 6 92 0 88 5 96 0 順調

常用団地建替えに伴い、常用団地の
募集停止と、平成25年度に32戸を解
体するため、現入居者（25戸）の移転
先として、政策的な空家を確保したた
め入居率は下がっている。

常用団地建替えに伴う移転先の確保
が、7月中には一旦終了するため、そ
の他については、募集していく。

成果

市営住宅の維持管理上
の苦情件数（件）

156 24 24 23 15 27 13 24 22 24 順調

市営住宅施設そのものに対しては、
修繕の依頼であり、速やかに対応して
いるため施設に対する苦情はない。
団地自治会における共益費の未納、
団地内の清掃活動等や住民間のトラ
ブルによる苦情が増えている。

市営住宅施設そのものについては、
随時対応を行い、苦情が無いようにす
る。
団地内自治会における問題や住民間
のトラブルについては、団地自治会、
住宅管理人や行政区長との協議を行
いながら、対応に努める。

成果
耐用年数を経過している
市営住宅の割合（％） 17 0 20 6 19 6 13 1 12 3 12 3 12 3 12 3 12 3 3 0 順調

平成25年度の常用団地建替えに伴う
基本設計を終了し、計画通り進んでい
る

常用団地建替えに伴い、25年度で32
戸を解体し、26年度にて32戸を建設
する。
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01
生活困窮者の自立支
援

　　低所得者

生活保護法に基づ
き、生活困窮者の最
低限度の生活が保障
されるとともに、自立
が促されている。

02 市営住宅の整備 　　市営住宅

市営住宅を適切に整
備、維持管理すること
で、低所得者等が安
心して生活できる。
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